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巻頭言

　堺市は、明治22年４月に全国30都市とともに市制を施行し、今年で130周年を迎えました。中世には「日
本のベニス」と呼ばれた国際貿易港・商業都市として栄え、世界でも珍しい環濠都市を形成し日本第一の
文化・先進都市を築きました。そして、堺の職人・商人が全国各地に活動の場を広げることに伴いさまざ
まなものが全国に広がり、「ものの始まりなんでも堺」と、中世の多くのものが堺発祥として生まれました。
また、戦後は日本有数の規模を誇る堺・泉北臨海コンビナート地帯の造成により、関西経済の発展に大き
く貢献し、現在は83万人の人口を有する都市となっています。
　加えて本年、第43回世界遺産委員会において仁徳天皇陵古墳をはじめとする百舌鳥古市古墳群が、世
界文化遺産に登録されました。古墳文化が花開いた時代、大阪湾にほど近いこの地には、かつてない巨大
な前方後円墳が複数造営されました。そしてこれらをとりまく中小の古墳とともに、様々な形状の古墳を
擁する古墳群が形成され、1600年を超えた今でも多くの古墳が残っています。
　また、2025年には万国博覧会が大阪で開催され、本市へも国内外から多くの観光客の来訪が見込まれ
ることから、当局といたしましても、観光客の安全の確保に努めてまいります。
　近年、全国各地では台風や集中豪雨などの自然災害が猛威を振るうとともに、切迫性が指摘されている
南海トラフ巨大地震の発生が懸念されています。当局といたしましては、自助、共助、公助の連携による
地域防災力の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進するため、（仮称）堺市総合防災センターの整備
を行っているところです。
　さらに消防の広域化への取組みとして、災害の複雑・多様化及び大規模化、少子高齢化の進展・人口減
少など社会構造の変化に的確に対応するため、自治体間の柔軟な連携・協力により、水平連携の核として
さらなる消防体制の維持、強化を図るとともに、隣接する消防本部からの消防事務受託の協議を進めてい
るところです。
　また、全国的に救急出場件数が増加している中、当局管内においても、平成21年以降連続して増加し
ており、今後も10年程度は増加傾向を示すものと予測しています。この喫緊の課題に対応するため、平
成27年に三次救急医療機関である堺市立総合医療センター（災害拠点病院）に救急ワークステーション
を併設し、ドクターカー運用や救急隊員が質の高い教育を受けることができる体制を構築しました。さら
に平成30年度には、消防局に「救急部」を新設し、救急組織体制の強化を図るとともに、予防救急をは
じめとする広報活動を展開するなど、より積極的に救急施策を推進し救命率の向上に取り組んでいるとこ
ろです。
　救急救命士法施行から30年の節目の年となる令和３年には、１月28日（木）、29日（金）の２日間、
全国の救急隊員が一同に集う「全国救急隊員シンポジウム」を、本市で初めて開催させていただく運びと
なりました。救急医療体制の沿革をはじめ、幅広い議論・情報発信ができる場となるよう準備を進めてま
いりますので、たくさんの方々が、ここ堺市にお集まりいただけることをお待ちしております。
　最後に、新たに令和の時代が始まりました。今後も時代の変化に柔軟に対応しながらさまざまな消防需
要に適切に対応するため、消防体制のより一層の充実強化を図り、市民が将来に希望を持ってずっと住み
続けたいと思う、安全で安心して暮らせるまちづくりに取り組んでまいります。

時代に即した救急体制の
確立

松 本　 文 雄堺市消防局長
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　防災功労者内閣総理大臣表彰は、毎年９月１日を「防

災の日」とし、「政府、地方公共団体等関係諸機関を始め、

広く国民が、台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津

波等の災害についての認識を深めるとともに、これに対

する備えを充実強化することにより、災害の未然防止と

被害の軽減に資する」という趣旨に基づき、内閣総理大

臣が表彰を行うものです。

　今年は、去る９月20日（金）、内閣総理大臣官邸にお

いて、安倍内閣総理大臣の他、長谷川総務副大臣や林﨑

消防庁長官などの来賓が出席し、防災功労者内閣総理大

臣表彰式が盛大に挙行されました。

　消防庁からは、豪雨や地震災害現場において救助活動

や避難誘導などを行い、被害の軽減に顕著な功績のあっ

た48団体、防災体制の整備に多大な貢献のあった７団

体が受賞し、内閣総理大臣から表彰状が授与されました。

総務課

令和元年防災功労者内閣総理大臣表彰式

安倍内閣総理大臣の挨拶

受賞者代表への表彰状授与

集合写真（最前列左から９番目に安倍内閣総理大臣、左隣２人目が長谷川総務副大臣）
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問合わせ先
　消防庁総務課　
　TEL: 03-5253-7521

【災害現場での顕著な防災活動】
［平成30年７月豪雨における消防団の災害出動］
関市消防団	 （岐阜県）
下呂市消防団	 （岐阜県） 
綾部市消防団	 （京都府）
岡山市消防団	 （岡山県）
総社市消防団	 （岡山県）
高梁市消防団	 （岡山県）
赤磐市消防団	 （岡山県）
浅口市消防団	 （岡山県）
矢掛町消防団	 （岡山県）
鏡野町消防団	 （岡山県）
美咲町消防団	 （岡山県）
広島市中消防団	 （広島県）
広島市東消防団	 （広島県）
広島市南消防団	 （広島県）
広島市西消防団	 （広島県）
広島市安佐南消防団	 （広島県）
広島市安佐北消防団	 （広島県）
広島市安芸消防団	 （広島県）
広島市佐伯消防団	 （広島県）
呉市消防団	 （広島県）
竹原市消防団	 （広島県）
三原市消防団	 （広島県）
尾道市消防団	 （広島県）
福山市消防団	 （広島県）
府中市消防団	 （広島県）
三次市消防団	 （広島県）
庄原市消防団	 （広島県）
大竹市消防団	 （広島県）
東広島市消防団	 （広島県）
廿日市市消防団	 （広島県）
安芸高田市消防団	 （広島県）
江田島市消防団	 （広島県）
府中町消防団	 （広島県）
海田町消防団	 （広島県）
熊野町消防団	 （広島県）

坂町消防団	 （広島県）
安芸太田町消防団	 （広島県）
北広島町消防団	 （広島県）
大崎上島町消防団	 （広島県）
世羅町消防団	 （広島県）
周南市消防団	 （山口県）
松山市消防団	 （愛媛県）
宇和島市消防団	 （愛媛県）
大洲市消防団	 （愛媛県）
西予市消防団	 （愛媛県）

［平成30年北海道胆振東部地震における消防団の災害出動］
胆振東部消防組合厚真消防団	 （北海道）
胆振東部消防組合鵡川消防団	 （北海道）
胆振東部消防組合穂別消防団	 （北海道）

【防災体制の整備】
宮城野区福住町町内会	 （宮城県）
根新田町内会	 （茨城県）
Seya　防災ネットワーク	 （神奈川県）
阿南市立津乃峰小学校	 （徳島県）
久万高原町幼少年女性防火委員会	 （愛媛県）
北九州市若松消防団　女性消防団員
　　　　　「カッパ・ファイヤーズ」  	 （福岡県）
西崎ニュータウン自治会自主防災会	 （沖縄県）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計55団体

消防関係受賞団体
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　飲食店の火災で最も多いのはこんろを出火原因とする
火災であり、こんろ火災のうち約６割がその場を離れて
いる間に出火しています。平成28年12月に新潟県糸魚
川市で発生した大規模火災においても、飲食店の大型こ
んろを消し忘れたままその場を離れたことにより出火
し、甚大な被害が発生したところです。
　こんろ火災には自動消火装置が有効ですが、現在、大
規模な厨房を対象とした機器と住宅の台所を対象とした
機器の大きく分けて２種類しかありません。前者は十分
な消火性能を有していますが、高価で専門業者による設
置工事が必要となります。後者は安価で個人により設置
可能ですが、あくまで住宅の台所を対象としたもので小
規模飲食店も含め業務用こんろの火災に対応できる消火
性能を有しているものではありません。
　このような状況を踏まえ、小規模飲食店の厨房を対象
とした自動消火装置に求められる性能やその他厨房設備
の防火安全対策のあり方について検討するため、「小規
模飲食店に設ける厨房用自動消火装置等のあり方に関す
る検討部会」を開催することとしました。

予防課

「小規模飲食店に設ける厨房用自動消火装置等の
あり方に関する検討部会」の開催

１．背景・目的

２．検討項目

４．今後のスケジュール

５．委員

３．第１回検討部会の概要

主な検討項目については、次のとおりです。
（１）　�小規模飲食店の厨房用自動消火装置に必要とされ

る性能の検討
（２）　厨房設備の防火安全対策の検討

ガイドラインとして取りまとめる予定です。

　飲食店に設置されている厨房機器等の実態調査を実施
し、当該調査結果を踏まえ自動消火装置に必要とされる
消火性能等を実験により検証するとともに、技術基準を

＜学識経験者＞
◎松原　美之　　　�東京理科大学火災科学研究所教授
　倉渕　隆　　　　東京理科大学工学部学部長
　中村　祐二　　　�国立大学法人豊橋技術科学大学機械

工学系教授

＜関係団体＞
　伊東　明彦　　　�一般社団法人全国生活衛生同業組合

中央会専務理事
　大木　健二　　　�一般社団法人日本消火装置工業会第

一部会部会長
　小城　哲郎　　　�全国飲食業生活衛生同業組合連合会

専務理事
　佐々木　定雄　　�一般社団法人日本ガス石油機器工業

会専務理事
　佐藤　学　　　　�日本消防検定協会消火・消防設備部

消火設備課課長
　松﨑　徳之　　　�一般財団法人日本消防設備安全セン

ター調査役
　由利　剛　　　　�一般社団法人日本厨房工業会事務局

長
＜消防機関＞
　池町　彰文　　　千葉市消防局予防部指導課長
　島津　雅則　　　大阪市消防局予防部予防課長
　中野　孝雄　　　東京消防庁予防部副参事
＜消防庁＞
　田村　裕之　　　�消防大学校消防研究センター技術研

究部大規模火災研究室長
（◎：部会長）
※上記については、第１回検討部会開催時の委員となっ
ています。

　近年、住宅におけるこんろ火災が急減しているのに比
べ、飲食店におけるこんろ火災の減少幅が小さいといっ
た実態や既存の厨房用自動消火装置の技術基準等を踏ま
え、小規模飲食店の厨房用自動消火装置に必要とされる
性能や厨房設備の防火安全対策に関する検討の方向性等
について議論が交わされました。
　また、全国飲食業生活衛生同業組合連合会から昨今の
飲食業態の多様化に関する飲食店の実態について説明を
いただいたほか、小規模飲食店における厨房の実態把握
を行うため、飲食店の厨房機器等に関してアンケート調
査を実施することにしました。
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「先進技術を活用した石油コンビナート災害対応に
関する検討会」の開催について

消防庁特殊災害室

　南海トラフ地震や首都直下地震発生の懸念、施設の高
経年化等により事故が増加している状況を踏まえ、石油
コンビナート等における総合的な防災体制の充実強化が
求められています。
　昨今、IoTやAI等の先進技術の発展はめざましく、産
業保安分野においてもこれらを活用した様々な取組みが
進められています。また、石油コンビナート防災体制の
さらなる強化やヒューマンエラー対策・ベテランの技術
伝承等の推進などが求められていることから、消防庁で
は、石油コンビナート災害対応支援を図ることを目的と
して、「先進技術を活用した石油コンビナート防災対策
に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開催し、
第１回検討会を８月７日（水）に実施しました。

問合わせ先
　消防庁特殊災害室　コンビナート保安係
　吉岡、喜多村、千村
　TEL: 03-5253-7528

１　検討会の趣旨・目的

２　主な調査・分析・検討内容
　⑴　�災害対応に先進技術を活用するためのニーズ調査・

分析
　　�　関係都道府県、関係消防本部及び特定事業所から、
先進技術を活用した災害対応についてのニーズを収
集・分析する。

　⑵　先進技術活用事例の調査
　　ア�　保安分野等において既に導入済みのもので、災

害対応に応用可能な技術や、海外・他業種も含めた、
先進技術の活用事例を調査する。

　　イ　優良事例を抽出し、検討を行う。
　⑶　災害対応を支援するためのツール開発
　　�　上記を踏まえ、現行システム等との連携も視野に
入れた、支援ツールの開発について検討を行う。

３　第１回検討会の開催
　令和元年８月７日（水）に第１回検討会が開催され、
石油コンビナート災害対応における現状と先進技術の活
用方策等について情報を共有し、今後の方向性について
検討が行われました。

委員名簿（敬称略・五十音順）
【座長】
　小林　恭一	 東京理科大学　総合研究院　教授
【委員】
　今尾　　清	 四日市市消防本部　予防保安課長
　臼田裕一郎	 国立研究開発法人　防災科学技術研究所
	 総合防災情報センター長
　小川　　晶	 川崎市消防局　予防部　危険物課長
　川越　耕司	 石油化学工業協会
　神取　弘太	 TerraDrone株式会社　日本統括責任者
　國方　貴光	 防衛省　陸上装備研究所
	 システム研究部無人車両・施設器材システム研究室長
　小出　　均	 市原市消防局　警防救急課長
　河本　泰輔	 岡山県　消防保安課長
　小島　公平	 神奈川県　くらし安全防災局　防災部　工業保安課
　古賀　崇司	 東京消防庁　警防部　特殊災害課長
　小林　正幸	 経済産業省　産業保安グループ
	 高圧ガス保安室　室長補佐
　佐川　　平	 電気事業連合会
　篠原　久二	 一般社団法人　日本ガス協会
　杉山　　章	 危険物保安技術協会　企画部長
　田邉　正透	 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
　細川　直史	 消防庁消防大学校消防研究センター
	 技術研究部長　教授
　三浦　安史	 石油連盟
　村上建治郎	 株式会社Spectee　代表取締役CEO
　森口　昌和	 NECソリューションイノベータ株式会社
　山本　政樹	 一般社団法人　日本鉄鋼連盟

委員会の様子

　・第２回　令和元年11月下旬（予定）
　・第３回　令和２年１月中旬（予定）
　・第４回　令和２年２月中旬（予定）
　本検討会の結果は、令和元年度中に報告書として取り
まとめる予定です。

４　今後のスケジュール
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　開会式では、林﨑消防庁長官、秋本日本消防協会会長、
大湊大会実行委員長がそれぞれ、主催者挨拶を行いまし
た。また、開催地を代表して三村青森県知事、小野寺青
森市長から御挨拶をいただきました。

　防火防災啓発劇では、下記の３消防団から、ユニーク
な表現や方言を交えた寸劇を通じて、身近なものを活用
した応急手当の方法や火災の原因となるものなどの紹介
がなされました。

　開会式に引き続き、下記の４消防団が災害の体験を基
に、避難所運営や被災者支援などで実践している取組や
訓練内容等の活動事例の発表を行いました。

地域防災室

「第25回全国女性消防団員活性化青森大会」の開催

主催者挨拶をする林﨑消防庁長官

活動事例発表

 防火防災啓発劇 

１．開会式

３．防火防災啓発劇

２．活動事例発表

　令和元年９月19日（木）、青森市のマエダアリーナ（新
青森県総合運動公園青い森アリーナ）において、「第25
回全国女性消防団員活性化青森大会」を開催しました。
この青森大会は、「女性消防団員新時代へ“わ”ど“な”の
出会い」（青森の方言で「わ」は「わたし」、「な」は「あ
なた」を表します）というテーマのもと、全国の女性消
防団員が一堂に会し、日頃の活動やその成果を紹介する
とともに、意見交換を通じて連携を深めることを通じて、
女性消防団員の活動をより一層活性化することを目的
に、全国から2,600名を超える関係者が集いました。

活動事例の発表団体及びタイトル

恵那市消防団（岐阜県） 子どもは自分の命を守れない！わが子を守る備え
をしましょう。「子連れ防災教室」

阿見町消防団（茨城県） 備えている？非常時持ち出し品☆☆☆
一関市消防団（岩手県） 『生きる』～　一関市消防団なのはな隊の使命～
五戸町消防団（青森県） 「助けられる人」から「助ける人」に

防火防災啓発劇の発表団体及びタイトル
阿久根市消防団（鹿児島県） んだもしたん「あら、まぁ大変」
福山市消防団（広島県） ローズちゃんの火事のもと見～つけた

豊橋市消防団（愛知県） いざというときのために！！～身近なモノで
できる災害への備え～

　近年、様々な自然災害が相次ぎ、被害も甚大化してい
る中、地域の安心・安全を守るため、消防団として、ま
た、女性消防団員として、どのように行動していけばよ
いかなどの点について、事例発表を通して共有が図られ
ました。

　この啓発劇を通じ、全国共通の課題である、消防団の
認知度向上（ＰＲ活動）や士気高揚に向けた取組の必要
性等について共有が図られました。
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問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部地域防災室　有田　
　TEL: 03-5253-7561

 青森山田高校サッカー部黒田監督による記念講演 

シンポジウム

　青森山田高校サッカー部監督の黒田剛氏を講師として
お招きし、フリーアナウンサーの境香織氏とのトーク形
式により講演いただきました。「自ら変わろうとする強
い思いが、人生を変える！勝ち続ける組織を作る！」を
演題として、逆境を乗り越え、全国高校選手権大会で同
校を２回優勝に導いた経験を活かし、指導者、教育者、
組織人としての所感と教訓を語っていただきました。女
性消防団員をはじめとする参加者にとって参考となる貴
重な講話でした。

４．記念講演

５．シンポジウム

６．【女性消防団活動ＰＲ展示コーナー】

　「女性パワーと地域防災」をテーマに、各パネリストが、
災害体験の中で実行した具体的な活動やそのなかで考え
たこと、さらに今後改善が必要と思ったことなどを語り、
会場参加者を含めた意見交換を行いました。各地で頻発
し、多様化・大規模化する災害に備え、地域の消防防災
体制をより一層充実させるためにはどうすればよいか、
今後の地域防災活動に活かすべき女性パワーのあり方等
について議論が深められました。

　なお、会場内に設置された女性消防団活動ＰＲ展示
コーナーにおいて、女性消防団員が活躍する現場や交流
の状況等が広く紹介されました。今回は、全国から27
団体（消防庁含む）のＰＲ展示が行われ、多くの見学者
で賑わいました。

コーディネーター
日本消防協会会長 秋本　敏文

パネリスト
おいらせ町消防団（青森県） 熊野　恵子
阿見町消防団（茨城県） 山本　みゆき
倉敷市消防団（岡山県） 村井　佐恵
久留米市消防団（福岡県） 服部　昌子
消防庁国民保護・防災部長 小宮　大一郎

※順不同、敬称略

ＰＲ展示コーナー

７．閉会式等

　大会の締めくくりに当たり、「であう、つながる、は
じまる」連携の輪を全国で共有し、全国の女性消防団員
が一致協力して、新たな決意のもと、消防団活動の一層
の活性化、地域防災力の充実強化にまい進する、との大
会宣言案が満場一致で採択され、盛況のうちに閉会しま
した。
　来年度は、徳島市で開催する予定です。
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　平成２５年伊豆大島及び平成２６年広島市の土砂災
害、平成３０年に発生した大分県中津市及び広島県安芸
郡における土砂災害など、近年全国各地で多くの土砂災
害が頻発し、多くの命が失われている。
　土砂災害現場では、膨大な土砂や瓦礫により捜索場所
を特定できないことにより、救助活動には長時間を要す
る。要救助者の発見・救出は、基本的に人力掘削による
が、人力のみではその作業効率に限界がある。また、要
救助者の早期発見、早期救出のため活動要領を体系的に
整理する必要がある。
　土砂災害時の救助活動については、平成２６年度の救
助技術の高度化検討会において、土砂災害における安全
管理及び関係機関との連携等、土砂災害時の活動を体系
的に取りまとめたところであるが、その後の災害対応か
ら出た課題等を踏まえ、より迅速かつ効率的な人命救助
のための具体的かつ実践的な救助手法について検討を行
うことを目的とし、９月３日に第１回検討会を開催した。

土砂災害における効果的な救助手法に関する高度化検討会構成員
（敬称略・五十音順）

【座長】
　小林　恭一　東京理科大学　総合研究院教授
【委員】
○学識経験者・関係省庁等
　石塚　忠範　国土交通省　水管理・国土保全局
　　　　　　　砂防部保全課　砂防施設評価分析官
　海堀　正博　広島大学大学院　総合科学研究科教授
　後藤　　聡　山梨大学大学院　総合研究部准教授
　玉手　　聡　独立行政法人　労働者健康安全機構
　　　　　　　労働安全衛生総合研究所
　　　　　　　労働災害調査分析センター長
　堀田　光乃　建設業労働災害防止協会
　　　　　　　技術管理部　指導課長
　吉田　邦伸　国土交通省　水管理・国土保全局
　　　　　　　防災課　災害対策室長

○消防関係機関
　稲継　丈大	 全国消防長会　事業部　事業企画課長
　植田　謙吉	 広島市消防局	 警防部警防課
	 	 消防機動担当課長
　正代　莊一	 北九州市消防局	 警防部　警防課長
　髙橋　卓司	 大阪市消防局	 警防部警防課
	 	 警防対策担当課長
　槇野　　稔	 東京消防庁	 警防部　救助課長
	 	 （令和元年9月まで）
　山田　　寿	 東京消防庁	 警防部　救助課長
	 	 （令和元年10月から）
　吉田　克己	 神戸市消防局	 警防部警防課
	 	 救助・特殊災害担当課長

消防庁国民保護・防災部参事官

「土砂災害における効果的な救助手法に関する
高度化検討会」の開催

（１）捜索場所の早期特定
（２）効率的な土砂排除
（３）資機材の有効活用
（４）効果的な救助手法

　第１回検討会では、検討会の趣旨やスケジュールにつ
いて事務局から説明が行われた後、実態調査の結果や過
去の災害事例等を踏まえ、問題点の抽出や今後の進め方
について検討が行われた。

　・第１回　令和元年９月３日
　・第２回　令和元年１１月７日
　・第３回　令和元年１２月上旬（予定）
　・第４回　令和２年１月下旬（予定）
　　
　本検討会の検討結果は、令和元年度中に「令和元年度
救助技術の高度化等検討会報告書」として取りまとめる
予定。

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部参事官
　乾補佐、福島係長、胡事務官
　TEL: 03-5253-7561

１．背景・目的

４　検討会のスケジュール

２　主な検討事項

３　第１回検討会の内容
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　日本三大夜桜の一つに数えられる、高田城百万人観桜
会をご存知でしょうか。
　私たち、上越地域消防事務組合は、雄々しくそびえる
妙高山と大らかに広がる日本海に育まれた、実り豊かな
高田城下町を本拠とし、新潟県の西寄りに位置する上越
市と妙高市、人口約24万人の暮らしを守る消防機関で
す。

２. １　 開発の背景
　「火災調査を擬似体験する。」という前代未聞のシミュ
レーター開発に踏み切る背景には、火災件数の減少傾向
とベテラン職員の大量退職という、全国的な現象があり
ました。これは、言うまでもなく、消防機関全体として
の現場経験値が不足していくことを示唆し、由々しき事
態であることは誰の目にも明らかでした。
　特に、当消防本部のような中小規模組織にあっては、
この対策を急ぐ必要がありました。それは、火災件数が
人口規模に比例する以上、本来、組織間で起きてはなら
ない火災調査の質的格差が、このままでは拡大の一途を
辿っていく恐れが極めて大きいからでした。

２. ２　 理念
　消防機関の火災調査力を増進するためには、人員と予
算の拡充が望ましいのですが、限られた資源をその分野
に集中して割けば、組織の運営に困難を来たす可能性が
高いこともまた事実です。
　そこで、職員個々の能力の拡幅に着眼することは自然
であり、火災調査に対する旧態依然とした意識を変革す
ることこそ、人員と予算の実質的拡充と同等以上の効果
をもたらすというパラダイムシフトが、アプリ開発を推
し進める理念となりました。したがって、これはスペシャ
リストの養成より、組織の火災調査力のベースアップに
重きを置いた取り組みと言えます。

１　はじめに

２　アプリについて

高田城百万人観桜会の見事な夜桜

消防庁長官表彰団体発表

　また、当地は、生き馬の目を抜く群雄割拠の戦国時代
にあって、孤高にも「義」の志を標榜した上杉謙信公が、
生涯の根城とした春日山城跡を擁する伝統ある町として
も知られています。そして、この「第一義」の精神は、
今もなお、多くの学校で教え伝えられ、市民の中に深く
根付いています。
　令和元年、全国予防業務優良事例表彰で消防庁長官賞
を受賞した当消防本部の応募事例において、その中核と
なった火災調査シミュレーションアプリ（以下、「アプリ」
という。）は、全国の火災調査に課題を抱えるすべての
消防職員に役立ててもらうべく、消防大学校で火災調査
を学んだ者たちが、この地に受け継がれる「義」の遺伝
子を紡ぎ上げて開発した、言わば、日本の消防に捧げる
作品でした。

未だ見ぬ同志に捧ぐ 
～火災調査シミュレーションアプリの開発と全国的運用～

上越地域消防事務組合 消防本部予防課

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介
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　なお、この開発及び監修には消防大学校で火災調査を
専門に学んだ専従調査官が主として携わり、アプリ内で
行われる擬似火災調査に盛り込まれる知識及び技術の水
準を担保することにしました。

２. ３　概要及び特徴
　まず、本アプリは、ウィンドウズ用ソフトとして開発
され、内容は、架空のアパート火災における調査を通じ、
実際の手順を踏みながら、一般的な建物火災現場での実
況見分技法、役立つノウハウを学び、原因判定までを行
うもので、年代を問わず馴染みやすいアドベンチャー
ゲーム形式を採っています。
　また、数多くの選択肢や見分箇所を、自らの意思で選
んで調査を進める「双方向性」を大事にしており、さら
に、個性的なキャラクター達によって彩られる物語は、
プレイヤーを飽きさせず、学んでいることに気づかせな
いゲームバランスとなっていることも特徴です。
　これは、一方的に読ませる参考書の限界に対する挑戦
でありつつも、無事に物語の結末まで辿りついたプレイ
ヤーには、既に参考書の基本的知識が身についているよ
う設計されたエンターテイメント教材です。
　当消防本部のホームページからも閲覧できますが、「火
災調査アプリ」でネット検索するとヒットする、ユー
チューブ上のアプリ概要説明動画（https://youtu.be/
JhdjmGBnbL8）のとおり、アプリ内の火災現場は、実
火災の写真を一切用いず、リアルなコンピューターグラ
フィックスを駆使して表現されていることも大きな特徴
と言えます。これは、エンターテイメントとしても、教
材としても、「誰かを悲しませた実火災」を決して材料
としてはならないという、開発者の確固たる信念に基づ
いており、加えて、著作権対策にも万全を期し、原作、
音楽、ゲームコーディネートのいずれも完全オリジナル
にこだわっています。これにより、全国の誰もが楽しん
で火災調査を擬似体験できるソフトに仕上げることが可
能となりました。

アプリ内画像（自ら選択し、ストーリーを進める自由度の高さ）

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

https://youtu.be/JhdjmGBnbL8
https://youtu.be/JhdjmGBnbL8
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２. ４　システム
　同じ火災現場が二度とないように、火災調査も一度き
りのものです。したがって、調査にあたる人間は、限ら
れた時間内で、目の前の見分内容、得られた供述等を原
因に向かって一つにまとめ上げる「大胆さ」を持ちつつ、
個別の小さな情報にも気を配れる「繊細さ」と「慎重さ」
が求められます。この「調査の心構え」を知るため、プ
レイヤーの調査内容は、システムによってシビアに評価
されており、「調査続行不適当」と判断された場合は、
途中から再プレイを強いられる仕組みとなっています。
これは「調査の緊張感」を演出し、現場の見分技術と、
ストーリー進行中に入手できる各種調査書類（火災出動
時における見分調書、関係者の質問調書、各種図面等）
を読み解き、原因に結びつける注意深さを身に着けるこ
とに役立ちます。
　なお、選択肢の内容は様々ですが、タイトル画面から
見ることができる、基礎的調査技術を紹介している各種
説明コーナーと併せて適正に理解すれば、調査初心者で
あってもクリアできる難易度に抑えてあり、全体として、
あくまでエンターテイメント感を損なわない緻密な設定
が施されています。

２. ５　ピグマリオン効果の創出
　ピグマリオン効果とは、教師から期待をかけられた子
供達の学力がおしなべて向上したことで証明された「教
師期待効果」と呼ばれるものです。これが物語るのは、
教える側の期待なくして効果的な人材育成は成し得ない
ということではないでしょうか。
　褒められれば嬉しいのは誰もが同じ。しかし、叱られ
た時に「悔しい」と思うか、「腹が立つ」で終わるかは、
自分が他者から期待されているか否かにかかっていると
考えられます。だからこそ、教える側は期待を絶やして
はならないのでしょう。もちろん、期待すれば裏切られ
ることもありますが、それでもなお、圧倒的な出力で期
待をかけ続けることで、ピグマリオン効果は創出される
のです。
　そして、これは、開発者がこのアプリに、教科書では
有り得ない「ドラマ性」を盛り込んだ理由に他なりませ
ん。
　アプリのストーリー中、プレイヤーは初めて火災調査
を任されることになるのですが、年の近い兄貴分的キャ
ラクター「しみず」に間違いを正されたり、呆れられた
りしながら、また、上司の「宗村先輩」に時として叱ら
れながらも、温かく見守られている中で、不慣れな調査
を進めていきます。そんな先輩達の期待に包まれて、一
件の調査を終えた時、プレイヤーは一人の調査官として
成長を遂げるという筋書きなのですが、そこにピグマリ
オン効果が確かに創出されているかどうかは、栃木県下
のとある女性消防職員から寄せられた、こんなメッセー
ジから読み取れるのではないでしょうか。
　『・・・今まで私は何をやってきたんだろうと思わせ
られました。『宗村先輩』や『しみずさん』が、ゲーム
が終わった後も頭から離れません。私の署にもいたらい
いなぁ・・・』（原文）
　彼女は、きっと、二人の先輩達の期待に応えようと懸
命に架空の火災調査に取り組んだのでしょう。叱られて
も、呆れられても、一定レベルの知識と調査の着眼点を
習得しない限り辿り着けないストーリーの結末を見たの
ですから。
　同様の意見は当消防本部に数多く届いており、これら
は紛れもなく、「こんな教材があったらいいのに」とい
う全国の潜在的期待に、このアプリ自体が応えられてい
る結果と考えられます。

プレイヤーの調査内容はシステムがステージごとに採点

ストーリー進行中に入手していく各種書類は
原因判定の決め手となる。

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介
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　令和元年6月3日、当消防本部は「火災調査シミュレー
ションアプリ貸出規程」を定め、ホームページにアップ
した上で、正式にアプリの貸出を開始しました。
　そして、「火災件数の減少傾向を維持しつつも、消防
職員の火災調査経験値を向上させる」という全国的課題
に挑んだこのアプリは、北は北海道から南は沖縄県まで、
組織の大小を問わず、既に70を超える消防機関から借
用依頼を受けており、順次、貸し出されています（10
月1日現在）。借用については、上越地域消防本部のホー
ムページを是非ご覧ください。

３　おわりに

開発されたアプリは、全国の多くの消防機関に貸し出されている。

アプリをプレイした方の個人的なお手紙も後を絶たない。

消防学校の教官の輪でも、アプリの情報が広がっている。

　また、宮城県、佐賀県を始め、各県の消防学校からも
問い合わせは後を絶たず、新潟県消防学校においては、
既に教材として授業に取り入れられ、アプリの可能性は
さらなる広がりを見せています。

　さて、この取り組みの効果は、5年後、10年後に、広
義の行政サービスの向上という形で表れることを強く
願っていますが、今のところ未知数と言わざるを得ませ
ん。
　ただ、そんな中、目に見えるカタチとしての結果があ
ります。それは、やはり、アプリをプレイした方々から

頂戴する率直な言葉の数々です。その一部を御紹介する
と、「・・・当消防本部でも、とても分かりやすく勉強
になると評判です・・・」（山形県下の消防司令）、「・・・
教材としてはもちろん、ストーリーに込められた『り災
者に寄り添う調査』のメッセージ性に感動しました・・・」
（愛知県下の消防士長）、「・・・心まで熱くさせられる
内容だった。このアプリは知識と士気の向上ができる素
晴らしいものだと思う・・・」（栃木県下の消防司令補）
等があります。これをお読みの方々の中にも、覚えのあ
る方が、いらっしゃることでしょう。

　言うまでもなく、これらの感想が物語るのは、消防本
部の垣根を超え、パソコンモニターを通じて架空の火災
現場を共に調査したからこそ育まれた「絆」に他なりま
せん。
　私たちは、今、改めて、この火災調査シミュレーショ
ンアプリをきっかけに広がっていく消防機関同士の夢多
き連携に思いを馳せています。
　そして、アプリを縁につながることができた全国の皆
様と、未だ見ぬ同志の皆様に、重ねてご挨拶を申し上げ、
本稿の結びとします。

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介
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　石垣市消防本部は、令和元年９月27日（金）、市内の
建設業者４社と災害時における大型重機等の支援に関す
る協定を結びました。国内で発生した大規模倉庫や産業
廃棄物保管庫などの火災を受け、石垣市でも過去にごみ
集積場や産業廃棄物処理場などの火災で、多くの人員と
時間を要した事例があります。支援が必要な場合に、消
火活動の支障となる障害物の除去や建物外壁開口部の設
定などを行います。今後も民間との連携を深め、災害対
応力の強化を図り、本市の安全確保に努めます。

　７月３０日、当署では東京学芸大学附属小金井小学校
４年生の小池真緒さんに消防署長感謝状を贈呈しました。
　小池真緒さんは、７月２４日の１０時５０分頃に発生
した建物火災において、近くを通りかかり、住宅用火災
警報器の警報音に気づくとともに、焦げ臭い臭気を感じ、
近くの交番へ駈け込んで１１９番通報を依頼しました。
この迅速な判断と行動により、火災は早期に鎮圧されま
した。
　贈呈式で、小池真緒さんは笑顔で「火事を見たのは初
めてでしたが、危険を感じたので交番に伝えに行きまし
た。改めて火事は怖いと感じました。」と話していました。

　市内のショッピングセンターで
発生した心肺停止事案に対し、施
設従業員の男性２名と、現場に居
合わせた女性看護師１名が協力
し、即座に胸骨圧迫、ＡＥＤによ
る除細動を実施したところ、心拍
が再開し、その後社会復帰へと導
びきました。
　このバイスタンダーに対し9月
3日、人命救助に大きな功労が
あったとして、感謝状の贈呈を行
いました。
　現場となった施設は、円滑な救急活動や救命率向上に
積極的な「救マーク表示事業所」の認定を受けており、
応急手当の普及・啓発への取り組みが結実しました。

「バイスタンダーの的確な応急手当が「尊い命」
を救う！」～消防協力者に感謝状を贈呈～

　京丹後市消防本部

救命の連鎖が功を奏した素晴らしい救助
活動！！～人命救助者へ感謝状を贈呈～

茨木市消防本部

　茨木市消防本部では、令和元年９月18日（水）、人命
救助者3名に対して感謝状を贈呈しました。
　令和元年８月19日（月）、茨木市横江二丁目の会社で、
心肺停止状態の男性に対して、その場に居合わせた３名
が迅速な119番通報及び胸骨圧迫を実施し、救急隊が到
着するまでCPRを継続しました。到着した救急隊が除細
動を実施し、意識が回復しました。その後、傷病者は、
後遺症もなく回復されています。
　バイスタンダーの胸骨圧迫、救急隊による除細動の救
命の連鎖により、尊い命が救われました。

大
阪
府

沖
縄
県

火災を発見したお手柄小学生に署長感謝状
贈呈

東京消防庁小金井消防署

京
都
府

災害時の大型重機等支援で建設業者４社と
協定締結

石垣市消防本部

東
京
都
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をモニターを見ながら状況変化に対応していきます。この
シミュレーション訓練を行ったのち、実動訓練に入ってい
きます。
　実動訓練は３ブースに分かれ、屋内訓練場では消防本
部員が第１、第２、第３現場の情報整理及び各機関との
調整、指揮隊及び小隊で第２現場のシミュレーション訓練
を行い、屋外訓練場では30名の実動部隊が第３現場の街
区火災対応訓練を行い、他の学生が訓練統制及び安全管
理員を担い、訓練を安全且つ円滑に進めていきます。
同訓練では、刻一刻と状況が変化していくよう複数の現示
旗、発煙筒及び関係者役を訓練統制が操り、本当の災害
現場さながらに訓練が進められていきます。正しい消火戦
術では火勢縮小、消防力劣勢の局面では火勢拡大してい
き、40分に及ぶ訓練を実施していきます。
　また、今回は消防研究センターの「火災現場におけるド
ローンを用いた情報収集に関する調査・実験」と思惑が
合致したため、ドローンで訓練風景を俯瞰的に空撮すると
ともに、ウェアラブルカメラを大隊長、中隊長に取り付け、
指揮者がどのような
視点で指揮を執って
いるのかといった多
くの情報を収集する
ことができました。
　研修を終えた学生
のアンケートからは、
「実際にやってみて難しさを痛感した」「全国どこでも起こ
りえる災害であるが、なかなか訓練に取り入れることがで
きず参考になった」「シミュレーション訓練と実動訓練が
即座に繋がり非常によかった」等、有益であったと評価す
る意見が多く寄せられました。
　今後は、消防大学校で修得した幅広い高度な知識や技
術に加え、全国から集まったかけがえのない仲間から得た
情報を活かし、警防業務における指導者及び組織の幹部
として、全国各地で活躍することが期待されます。

　消防大学校では、警防業務に関する高度の知識及び技
術を専門的に修得し、警防業務の教育指導者等としての
資質を向上させることを目的に、専科教育警防科の教育
訓練を実施しています。令和元年度上半期は、第105期（令
和元年６月５日から７月24日まで）60名の学生が、所定
の教育訓練を終え無事卒業しました。
　今回は、警防科において新たに実施した「街区火災対
応訓練」について紹介します。
　警防科では上記目的を果たすため、現場指揮並びに安
全管理に重点を置き、様々な講義で見聞を広めつつ、小
隊指揮訓練から中隊・大隊訓練へとスモールステップで
指揮能力の向上を目指していきます。中でもカリキュラム
終盤に組み込まれている学生企画訓練及び街区火災対応
訓練は、本教育訓練の集大成と位置づけております。
　街区火災対応訓練導入の経緯は、平成28年12月に発生
した糸魚川市大規模火災を受け、消防大学校でも木造密
集地等の活動困難区域を想定した実践的な現場指揮能力
の向上を目的としたことにあります。火災初動時における
現場指揮の重要性を理解させるとともに確実な現場指揮
が執れるよう、平成30年度に街区ユニットを３棟整備し
既存の訓練棟と組み合わせ街区火災対応訓練ができる環
境を整えつつ、実動訓練
の効果を高めるために当
校のシミュレーションシ
ステムを用いた街区火災
対応シミュレーション訓
練のプログラムを新たに
構築しました。
　授業では、まず総務省消防庁から通知された「強風下
における消防対策について」の講義を進め、続いて街区
火災のシミュレーション
訓練を行います。既に第
１現場で街区火災が発災
したところから訓練を開
始し、消防本部、指揮隊、
各小隊に分かれ、その後
発災する第２、第３現場

警防科における教育訓練
～街区火災対応訓練について～

屋内進入による消火活動

問合わせ先
　消防大学校教務部
　TEL: 0422-46-1712現示旗に従い延焼阻止を図る

ドローンによる空撮映像
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問合わせ先
　消防大学校教務部
　TEL: 0422-46-1712

問合わせ先
　消防大学校調査研究部
　TEL: 0422-46-1713

　消防大学校では、消防本部等における消防防災体制の
強化のための知識・技術の向上に資するために、「消防
研修」を昭和40年（1965年）10月に創刊、毎年2回発
行し、各都道府県、消防学校、消防本部等に配布してい
ます。
　消防研修第106号では、「ハラスメント対策」をテー
マに特集しました。
　ハラスメントは同じ職場で働く者に対して、職務上の
地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の
適正な範囲を超えて精神的・身体的苦痛を与える、また
は職場環境を悪化させる行為であります。

　これは、住民を守るべき消防にはあるまじき事態であ
り、あらゆるハラスメントを撲滅し、明るい職場の実現
をめざしていく必要があります。
　また、消防という職務の特殊性からハラスメントを生
みやすい土壌となりうることもあります。
　そこで今回の消防研修では、「ハラスメント対策」を
特集テーマとして、ハラスメント規制法や職場ハラスメ
ントの説明・解説、ＬＧＢＴへの対応や日頃から必要と
なる取組などを掲載しました。
　消防研修最新号は、消防大学校ホームページにも掲載
しています。

消防研修第106号（特集：ハラスメント対策）
の発行

消防研修第106号（特集：ハラスメント対策）の主な掲載内容

●消防におけるハラスメント防止のための管理職のマネジメント
　　（公財）21世紀職業財団認定ハラスメント 防止コンサルタント　　　　　　
　　（一社）日本産業カウンセラー協会認定 産業カウンセラー　加藤　勝雄

●ハラスメントのない職場をめざして
　　（公財）東京都人権啓発センター　大野　精次

●消防職員に係るハラスメント対策について
　　消防庁消防･救急課　職員第一係長兼職員第二係長兼教養係長　田村　俊雅
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最近の報道発表（令和元年9月24日～令和元年10月23日）

報道発表

通知等

報道発表・通知

＜総務課＞
元.10.12 第33回危険業務従事者叙勲（消防関係） 　第33回危険業務従事者叙勲（消防関係）受章者は、618名です。

元.10.23 消防防災科学技術研究推進制度の令和２年度研究開発
課題の募集

　近年の自然災害の増加、少子高齢化、社会資本の老朽化等を踏まえ、消防
防災分野における課題解決や重要施策推進に資するため、消防防災科学技術研究推進制度（競
争的資金）により研究開発を推進しています。
　この度、令和２年度の研究開発課題を募集します。

＜救急企画室＞

元.9.26 2019年８月の熱中症による救急搬送状況 　熱中症による救急搬送人員について、2019年8月の確定値を取りまとめましたので、その概
要を公表します。

＜予防課＞

元.9.25 消防法施行規則の一部を改正する省令（案）に対する
意見公募

　消防法施行規則の一部を改正する省令（案）の内容について、令和元年９月26 日から令和
元年10月25日までの間、意見を公募します。

元.10.11 令和元年度消防設備関係功労者等に係る消防庁長官
表彰

　11月１日（金）に令和元年度の「消防設備保守関係功労者」､「消防機器開発普及功労者」及
び「優良消防用設備等」に係る消防庁長官表彰を行います。

＜危険物保安室＞	

元.10.1 「令和２年度危険物安全週間推進標語」及び「令和元
年度危険物事故防止対策論文」の募集

　危険物を取り扱う事業所における自主保安体制の確立を図り、危険物の保安に対する意識の
高揚及び啓発を推進するため、「令和２年度危険物安全週間推進標語」及び「令和元年度危険
物事故防止対策論文」を募集します。

＜広域応援室＞	

元.10.15 令和元年度緊急消防援助隊地域ブロック合同訓練
の実施

　平成８年度から全国を６ブロックに分け、緊急消防援助隊の消火・救助技術や指揮・連携活
動能力等の向上を図るため、都道府県及び市町村の協力を得て緊急消防援助隊地域ブロック合
同訓練を実施しています。
　令和元年度は、10月～ 12月の間に、全国６箇所で訓練を開催します。

＜地域防災室＞	

元.10.23� 「地域防災力充実強化大会in福岡2019」の開催
　各地の取組みの紹介などを通して、住民一人ひとりが防災への理解を深め、地域での実践的
な防災活動につなげていくことを目的として、福岡県北九州市において「地域防災力充実強化
大会in福岡 2019」を開催するものです。

＜消防研究センター＞	

元.9.27 2019年度消防防災科学技術賞受賞作品の決定
　全国の消防機関、消防団、消防機器メーカー等から総計87編（消防防災機器等の開発・改良
55編、消防防災科学論文18編、原因調査事例14編）の応募があり、選考委員会による厳正な
審査の結果、24編を受賞作品として決定しました。

https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/191012_soumu_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/191023_soumu_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/bc469c8b211618738b254fd57a608fbb56d1a19f.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/190925_yobou_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/reiwagannen-setubihyousyou.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/746ebe203fabf53b324b88ce213e7853d8fb40e4.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/191015_kouiki_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/191025juujitukyoukataikai.pdf
https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/190927_syoken01.pdf
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広報テーマ
12　月

①消防自動車等の緊急通行時の安全確保に
対する協力の促進

②ストーブ火災の注意喚起
③セルフスタンドにおける安全な給油につ
いて

④雪害に対する備え

消防・救急課

予防課
危険物保安室

防災課

11　月

①秋季全国火災予防運動
②津波による被害の防止
③女性（婦人）防火クラブ活動の理解と参加
の呼び掛け
④正しい119番通報要領の呼び掛け≪11月9
日は「119番の日」≫

予防課
防災課
地域防災室

防災情報室

最近の通知（令和元年9月24日～令和元年10月23日）
発番号 日付 あて先 発信者 標　　題

消防参第110号
消防消第166号 令和元年9月24日 各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長

消防庁国民保護・防災部
参事官
消防庁消防・救急課長

訓練時における安全管理の徹底について

消防危第142号 令和元年9月25日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁危険物保安室長 危険物運搬容器の誤表示について

消防広第138号 令和元年10月1日 各都道府県知事
各指定都市市長 消防庁長官 消防防災ヘリコプターの運航に関する基準の制定について

消防応第40号 令和元年10月8日 各都道府県消防防災主管部長 消防庁応急対策室長 台風第19号の接近に伴う被害状況等の報告について

消防情第83号 令和元年10月8日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁防災情報室長 令和元年台風第19号に備えた通信手段等の確認について

消防災第88号 令和元年10月8日 各都道府県消防防災主管部長 消防庁国民保護・防災部
防災課長 台風第19号への対応について

消防広第143号 令和元年10月8日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁広域応援室長 消防防災ヘリコプターを活用した令和元年台風第19号への対応につ

いて

消防予第193号
消防危第160号 令和元年10月10日 各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長
消防庁予防課長
消防庁危険物保安室長 台風第19号に伴う防火対策等の徹底について

消防広第145号 令和元年10月14日 各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長 消防庁広域応援室長 消防防災ヘリコプターの運航に関する基準の制定についてホイスト救

助における要救助者の安全確保徹底について

消防予第200号
消防危第163号 令和元年10月18日 各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長
消防庁予防課長
消防庁危険物保安室長 令和元年台風第19号に対応した消防法令の運用について（通知）

事務連絡 令和元年10月18日 各都道府県消防防災主管課
東京消防庁・各指定都市消防本部 消防庁予防課 予防技術検定の実施に関する公示について

消防予第207号
消防危第167号 令和元年10月23日 各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・各指定都市消防長
消防庁予防課長
消防庁危険物保安室長

令和元年台風第19号に対応した消防関係手数料の減免措置について
（通知）

報道発表

通知等

報道発表・通知

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/28d927b16aea4d70b6bcfbf2b23545eca08a5536.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/010925-ki142.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191001_kouiki_138.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191008_oukyu_19.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/b963b3e0e3201297958b7764aacc6cb9720b212d.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191008_bouai_19.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191008_kouiki_19.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/31005408971eaac0e258a20ce9fcceb1ccdbfa51.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191014_kouiki_145.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191018_yobou_1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191018_yobou_jimu1.pdf
https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/191023_yobou_207-kiho_167.pdf
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救急安心センター事業（♯7119）の導入促進
について

救急企画室

　救急安心センター事業（♯7119）（以下「♯7119」
という。）は、急な怪我や病気をしたときに、「救急車を
呼んだ方がよいか」、「今すぐ病院に行った方がよいか」
など、判断に迷ったときに、専門家からアドバイスを受
けることができる電話相談窓口です。
　♯7119に寄せられた相談は、電話口で医師、看護師、
相談員が話を聞き、病気や怪我の状態を把握して、①受
診手段（救急車を要請、自分で医療機関を受診する等）、
②受診までの時間（直ちに受診すべき、２時間以内に受
診すべき、24時間以内に受診すべき、明日でもよい等）、
③受診先（受診可能な医療機関や受診科目）を案内します。

　「救急車を呼んだ方がよいか」、「今すぐ病院に行った
方がよいか」など、判断に迷ったときに、「♯7119」（又
は地域ごとに定められた電話番号）に電話することで、
救急電話相談を受けることができます。
　♯7119に寄せられた相談は、医師、看護師、トレー
ニングを受けた相談員等が電話口で傷病者の状況を聞き
取り、あらかじめ定められたプロトコールに基づき、症
状の緊急性や病院受診の必要性の有無を判断します。相
談内容から緊急性が高いと判断された場合は、迅速な救
急出動につなぎ、緊急性が高くないと判断された場合は
受診可能な医療機関や受診のタイミングについてアドバ
イスを行います。
　また、「体調が悪いけど、どこの病院に行ったらいいか」
といった相談に対しても、受診可能な医療機関を紹介し
ます。

　近年、救急自動車による救急出動件数は増加の一途を
たどり、平成30年中には約661万件（速報値）と過去最
多を記録しました。10年前と比較して29.6％増加して
おり、今後も増えていくことが見込まれています。救急
車の出動件数が増えることで、救急車の現場到着時間は
延伸傾向にあり、緊急性の高い傷病者への処置が遅れる
ことが懸念されます。消防庁では、地域の限られた医療
資源の一つである救急車を有効に活用するために、♯
7119の全国への導入を促進しています。
　一方で、「救急車を呼ぶと近所の目が気になる。」、「救
急車を呼ぶのは気が引ける。」といった理由で、救急要
請がためらわれていることもあります。しかし、このよ
うな場合でも、緊急性の高い疾患が潜んでいる可能性は
否定できません。♯7119を活用いただくことで、専門
的な見地から、潜在的な重症者を発見することにつなが
ります。
　♯7119は、必要な人に、必要なタイミングで、必要
な医療につなぐための一翼を担っています。

１　救急安心センター事業（♯7119）とは

３　�救急安心センター事業（♯7119）の�
仕組み

２　導入の背景
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救急需要に対する効果
①軽症者の割合の減少
　♯7119により、救急搬送した傷病者のうち、軽症
者の占める割合の減少が期待されます。東京消防庁に
おいては、平成19年の♯7119導入後、10％近くの減
少を記録しています。

②救急出動の増加抑制
　♯7119の導入地域において、救急出動件数は増加
しているものの、その増加率が全国平均を大きく下回
る消防本部が見られます。更なる高齢化等を背景に、

今後も救急出動件数の増加が予測されていますが、そ
の増加率を抑制することが期待されます。
③119番における緊急通報以外の減少
　♯7119の導入地域において、指令センターに入電
する119番通報のうち、医療機関の問合せなどの緊急
通報以外の入電が大幅に減少した消防本部が見られま
す。適正な119番受信体制の確保につながるとともに、
指令センター職員の負担軽減も期待されます。
④救急隊の適正出動体制の維持
　管轄面積の広い消防本部においては、一旦出動する
と帰所までに長時間を要し、次期出動要請に遠方の救
急隊の出動が余儀なくされます。このような消防本部
において、♯7119を活用することで不急の救急要請
を防ぎ、適正な出動体制を維持することができます。

医療に対する効果
①医療費の適正化
　先行して♯7119を導入している自治体における実
績による試算では、♯7119への相談の結果として診
療時間外での受診の抑制等により、診療報酬の時間外
増額や夜間休日救急搬送医学管理料の観点から、医療
費の適正化効果が見られています。加えて、早期受診
による症状悪化の予防により、治療に要する医療費を
削減する効果も考えられます。

４　♯7119の導入効果
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②医療機関の負担軽減
　♯7119を導入している地域の医療機関では、診療
時間外の患者の割合の減少や、電話での相談件数の減
少がみられました。これにより、医療機関スタッフの
負担が軽減され、医療機関内の業務に専念できる効果
が期待されます。
　厚生労働省が行った「上手な医療のかかり方を広め
るための懇談会」で成された「「いのちをまもり、医
療をまもる」国民プロジェクト宣言！」においても、
医療従事者の負担軽減による医療の質・安全の確保と、
国民の適正な受診機会の確保のために、♯7119の体
制整備や利用の促進を推進しています。

住民に対する効果
①潜在的な重症者の発見（早期受診による重症化の予防）
　救急要請がためらわれる局面で♯7119を利用する
ことにより、潜在的な緊急性のある傷病者を発見し、
適切に医療へつなげることで、重症化を予防する効果
が期待されます。

②安心の提供
　♯7119を導入している自治体が実施した利用者ア
ンケートでは、約９割の利用者が「役に立った」と回
答しています。専門的な見地から相談を受けることで、
急な病気や怪我で不安を抱える住民に安心を提供する
役割が期待されます。

　平成28年６月時点では、♯7119の導入地域は７地域
（人口カバー率27.3％）でしたが、令和元年10月１日現
在では、全国の15地域（人口カバー率は43.3％）で導
入されており、全国へと広がりをみせています。

　消防庁では、「救急安心センター事業（♯7119）の更な
る取組の推進について（通知）」（平成28年３月31日付け消
防救第32号消防庁救急企画室長通知）や「救急安心センター
事業（♯7119）の全国への普及促進について」（平成31年
３月29日付け消防庁救急企画室事務連絡）を発出し、都道
府県が、管内消防本部の意向を踏まえつつ、防災主管部局、
衛生主管部局及び医療関係者等の合意形成を図るなど、♯
7119の導入に向け積極的に取り組むことを促しています。
　また、♯7119の導入を促進するため、以下のような
取組を行っています。
　　
♯7119普及促進アドバイザー制度
　平成29年５月に、「救急安心センター事業（♯7119）
普及促進アドバイザー制度」を創設しています。♯
7119の導入を検討する自治体に、すでに♯7119を導入
し、実際に運営に携わっている自治体職員、医師及び看
護師をアドバイザーとして派遣し、♯7119導入のノウ
ハウなどの幅広いアドバイスや事業実施に向けた課題解
決への助言を行っています。
　これまでに15地域に延べ36名のアドバイザーを派遣
し、事業運営の進め方や広報についてなど、様々な課題
に対する助言を行っています。

財政措置
　事業導入時のイニシャルコストに対しては、国庫補助
金の消防防災施設整備補助金や地方単独事業債の防災対
策事業（防災基盤整備事業）が活用できます。
　また、ランニングコストに対しては、市町村に対する
普通交付税として、救急安心センターを運営するために
必要な人件費や事業費について措置（8,050千円／標準
団体10万人の場合）が講じられています。

　これらの取組を活用しつつ、是非、♯7119導入に向
けた積極的な検討をお願いします。

５　♯7119導入促進の取組

問合わせ先
　消防庁救急企画室
　TEL: 03-5253-7529
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令和元年11月９日（土）から15日（金）
秋季全国火災予防運動を実施します！

予防課
　消防庁では、空気の乾燥や、暖房器具の使用など、火
災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、火災予防思想
の一層の普及を図り、火災による死傷者の発生や財産の
損失を防ぐことを目的として、「119番の日」である11
月９日から15日まで（一部地域を除く。）の７日間にわ
たり、秋季全国火災予防運動を実施します。
　この運動は毎年春・秋の2回実施しており、今年度は
「ひとつずつ　いいね！で確認　火の用心」を全国統一
防火標語とし、防火防災に関する展示、体験型イベント
などのほか、学校、事業所等と消防本部・消防署が協働
した防火講習会や消防訓練等が行われます。防火に関す
る正しい知識や技能の修得のため、積極的に参加しま
しょう。

　平成30年中の住宅火災の件数は総出火件数の約3割で
すが、住宅火災による死者数は総死者数1,427人のうち
1,028人と約7割を占めています。住宅火災による死者
の発生防止対策の要点「住宅防火いのちを守る７つのポ
イント～３つの習慣・４つの対策～」を参考に身の回り
の火災予防について確認しましょう。
【消防庁HP】住宅防火関係
https://www.fdma.go.jp/relocation/html/life/juukei.
html
　また、住宅用火災警報器については、新築住宅は平成
18年６月から、既存住宅は平成23年６月までに義務化
され、その結果、住宅火災による死者数が減少するなど
の効果が現れています。住宅用火災警報器の維持管理に
当たっては、今後その多くが設置後10年を迎え、電池
切れ等により火災時に適切に作動しなくなることが懸念

　この秋季全国火災予防運動に合わせて、「寝たばこ」
による火災防止を呼びかける「たばこ火災防止キャン
ペーン」（一般社団法人日本たばこ協会主催）も実施さ
れます。
　「たばこ」を原因とした住宅火災で多くの死者が発生
しています。喫煙者の方は絶対に寝たばこはせず、ご家
族に喫煙者がいる方は、寝たばこをしないよう声かけを
しましょう。

問合わせ先
　消防庁予防課
　TEL: 03-5253-7523

秋季全国火災予防運動ポスター
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全国統一防火標語ポスター
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されております。火災予防運動期間中の定期的な点検の
実施や、故障や老朽化した本体の適切な交換を行うよう
習慣づけましょう。また、本体交換の際には、付加的な
機能（連動型、屋外への警報機能など）も併せ持つ機器
への交換も推奨しております。

https://www.fdma.go.jp/relocation/html/life/juukei.html
https://www.fdma.go.jp/relocation/html/life/juukei.html
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　平成23年３月に発生した東日本大震災をはじめ、我
が国はこれまで幾多の大地震とそれに伴う巨大な津波に
よる被害を受けてきました。今後も、南海トラフ地震等
による津波被害の発生が懸念されています。
　津波による被害を防ぐため、強い揺れや、弱くても長
い揺れがあった場合には、直ちに、津波災害に対応した
指定緊急避難場所や高台などの安全な場所へ避難するこ
とが重要です。
　津波による人的被害を軽減するためには、住民等一人
ひとりの避難行動が基本になることから、消防庁におい
ては、平成25年３月に「津波避難対策推進マニュアル
検討会報告書」を取りまとめ、都道府県による津波浸水
想定の設定や、これを踏まえた市町村による指定緊急避
難場所、避難経路の指定などを含む津波避難計画策定の
取組を推進しているところです。
　市町村における津波避難計画の策定率は着実に向上し
ていますが、津波による被害を防止するためには、いざ
というとき津波から円滑に避難することができるよう、
住民等が直接参画し、それぞれの津波避難の方法等を検
討しておくことも重要です。
　このため消防庁では、
・�津波避難計画を策定していない市町村においては早急
に津波避難計画を策定すること

・�既に津波避難計画を策定している市町村においては内
容の充実を図ること
に加え、
・�各市町村において住民参加による地域ごとの津波避難
計画の作成を促進すること
・�都道府県においてはこれらについて助言のほか必要な
取組を実施すること
を要請しています。
　地域ごとの津波避難計画の策定は、真に自らの命を守
ることに直結するものであり、住民自らが策定するとい
う心構えが大切です。また、この津波避難計画の策定は、
事業を営む民間企業等の協力、支援、参画も得ながら、
地域ぐるみで実施することが重要です。実践的な訓練等
を繰り返し、その検証を通じて、不断に見直していくこ
とで、より高い実効性が得られるとともに、避難に対す
る意識の向上が図られていきます。
　実際に避難行動をとる住民一人ひとりが、「自分の命
は自分で守る」といった自覚を持ち、日頃から津波避難
訓練等を通じて防災意識の向上を図り、強い揺れや弱く
ても長い揺れがあった場合には、直ちに海辺から離れ、
急いで安全な場所へ避難するという行動をとることが重
要です。

津波による被害の防止

防災課

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課　震災対策係
　TEL: 03-5253-7525

津波避難誘導標識システムによる記載例津波による災害の防止
地震が発生した時は「直ちに海辺から離れ、急いで安全な
場所へ避難する」ことが重要です。
→「自分の命は自分で守る」といった津波防災意識を高く
　  もち住民一人ひとりが主体的に行動することが大切です。
※地震発生後、短時間で津波が沿岸部に到達する可能性があります。

「警報を聞いたら逃げる」「揺れたら逃げる」

津波避難場所
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女性防火クラブ活動の紹介と参加の呼び掛け

地域防災室

　女性防火クラブの主な活動の一つが火災予防への取組
です。地域住民や児童・生徒などに対する火災予防知識
や防炎製品の普及啓発を始め、消火器の取扱訓練など実
演を通して、火災予防技術の向上に貢献しています。特
に、住宅用火災警報器の設置や維持管理では、イベント
を通じた呼び掛けや地域において住宅用火災警報器を共
同購入するなど、積極的な活動が実施されています。
　また、地域の防災に関する取組においても幅広い活動が
行われています。平常時には、地震時の家具転倒防止に関
する知識の普及啓発、応急救護訓練の実施、消防団等と連
携した地域の防災訓練への参加等が行われています。
　他方、災害発生時には、避難誘導、避難所における炊
き出し支援等が実施されており、家庭や地域の防災力向
上に大きく貢献しています。東日本大震災においても、
避難所での炊き出し支援や被災地への義援金・支援物資
の提供等の支援活動が各地のクラブで行われました。ま
た、平成28年熊本地震においても、避難所における炊
き出し等の支援が行われました。
　さらに、災害発生時の避難などの際に支援が必要とな
る避難行動要支援者に配慮した地域づくりの一環とし
て、避難行動要支援者宅への日常の家庭訪問による防災
点検や、災害時の避難誘導（そのための日頃からの訓練）
なども実施されています。
　こうした活動は地域コミュニティの活性化にも繋がる
ことが期待されることから、クラブ員の皆さんの知識・
経験やネットワークを活かした支援活動に対して、大き
な期待が寄せられています。

　女性防火クラブは、家庭での火災予防の知識の習得、地
域全体の防火意識の高揚などを目的に地域で活動している
組織です。平成30年４月１日現在、全国で8,174団体、約
121万人のクラブ員の皆さんが熱心に活動されています。

少年消防クラブとタイアップした啓発活動
【第２３回防災まちづくり大賞受賞

（愛媛県久万高原町）】

女性防火クラブの活動

連携によるメリット 問合わせ先
　消防庁地域防災室　北川
　TEL: 03-5253-7561

や情報交換により一層の充実が期待されており、現在、
43道府県において女性防火クラブの連絡協議会が設立
され、クラブ間の意見交換や合同研修など様々な交流が
行われています。
　また、地域防災を担う消防団や自主防災組織、民生委
員や社会福祉協議会などの地域の関係機関・団体との連
携を深めることも重要であることから、合同での防災訓
練や意見交換など、日頃から顔の見える関係づくりを行
うことで、いざという時のスムーズな協力体制の構築が
図られています。

　女性防火クラブの活動は、他の地域のクラブとの連携

　女性防火クラブは地域の防火・防災について重要な役
割を担っており、火災や地震等の災害発生時には、地域
に根ざした女性の方々による活動が非常に大きな力とな
ります。
　「自分たちの地域は自分たちで守る」という信念と連
帯意識の下、火災や災害に強い安心・安全なまちづくり
のため、より多くの方々に女性防火クラブの活動を知っ
ていただくとともに、積極的に参加していただきたいと
考えています。

活動の活性化に向けて
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　　　　消防庁では、消防に対する正しい理解と認識を
深めるとともに、防災意識の高揚、地域ぐるみの防災体
制の確立に資することを目的として、昭和62年より11
月9日を「119番の日」としています。
住民からの的確な119番通報は、国民の生命財産を守る
消防活動の迅速さ、確実性につながります。
　119番通報時の留意点をまとめましたのでご活用ください。

　　　　一秒を争う消火活動や救急・救助活動の始動の
ために119番通報は重要なものです。
　いざという時のために、119番通報にあたっての留意
事項を紹介します。
①通報前の留意事項
＜火災の場合＞
　�　通報している場所まで煙や火が拡大するなど危険が迫って
いる場合は、すぐ避難し安全な場所から通報してください。
＜救急の場合＞
　�　急な病気やけがをしたとき、救急車を呼ぶべきか、どこの病院
に行くべきか迷うことがあると思います。そんなとき、どう対応
すればいいのか判断の手助けをしてくれる「全国版救急受診アプ
リ（愛称「Ｑ(きゅう)助(すけ)」）を消防庁で作成しました。「Ｑ(きゅ
う)助(すけ)」では、該当する症状を選択していけば、緊急度に応
じた対応が表示され、自力受診する場合には、医療機関の検索（厚
生労働省の「医療情報ネット」にリンク）、受診手段の検索（「全
国タクシーガイド」にリンク）が行えます。救急車を呼ぶべき症
状をまとめた「救急車利用リーフレット」等と併せて御活用くだ
さい。また、自治体によっては、急なケガや病気の際に、専門家
が相談に応じる電話相談窓口（#7119等）を設置しているところ
もありますので、御確認の上、御相談ください。
②通報時の留意事項
　１１９番通報の際、消防本部の職員から「火事ですか？
救急ですか？」と聞かれます。また、次のような情報を
お尋ねしますので、落ち着いて対応をお願いします。
＜火災の場合＞
　・発生場所（住所・階層・近くの目標物等）
　・何が燃えているか？
　・逃げ遅れはいないか？
　・通報者の氏名・電話番号
＜救急の場合＞
　・発生場所（住所・階層・近くの目標物等）
　・誰がどうしたのか？
　・通報者の氏名・電話番号
＜事故の場合＞
　・発生場所（住所・近くの目標物等）
　・どういう事故か？

11月９日は「119番の日」
正しい119番緊急通報要領
～いざという時慌てないために～ 防災情報室

　・怪我人（閉じこめられている人）はいるか？
　・通報者の氏名・電話番号
　なお、適切な医療機関に搬送するため、傷病者の年齢、
持病、かかりつけの病院などをお尋ねする場合がありま
す。また、職員が電話を通じて傷病者への応急手当（心
肺蘇生やAED）などをお願いする事があります。
③携帯電話からの通報にかかる注意点
　近年の携帯電話の普及に伴い、携帯電話による119番通
報は、通報総数の約４割を占めています。
　消防本部の管轄境界付近から携帯電話で通報した場合
は、通報場所を管轄する消防本部とは異なる消防本部につ
ながる場合があります。この場合、通報を受けた消防本部
は、通報場所を管轄する消防本部（実際に救急車や消防車
が出動する消防本部）へ119番通報の転送を行う場合があ
ります。通報を転送するとき、通話を切らずにお待ちくだ
さい。なお、転送ができない場合は、管轄する消防本部の
電話番号を案内するなどの対応を行っています。
④「050」から始まるＩＰ電話等の注意点
　「050」から始まる電話番号は、原則119番通報ができません。
自宅のIP電話や、利用している通話アプリが緊急通報に対応
しているか、契約している電話事業者に確認してください。
対応していない場合は、「050」から始まる電話以外の
電話から通報するか、お住まいの地域を管轄している消
防本部の電話番号を控えておけば、いざという時に慌て
ずに通報できます。
⑤音声以外の１１９番通報
　現在、全国の消防本部では、耳が聞こえない、言葉が話
せない等の事情で音声による119番通報が困難な方々が円
滑に火災等に係る通報を行えるよう、スマートフォンのタッ
チ操作等の音声以外の方法による通報を可能とする
「Net119緊急通報システム」の導入を進めているところです。
　また、このシステムが未導入の場合でも、FAX、電子メー
ル等による119番通報を受け付けている消防本部もあります。
　これらの通報手段の利用方法については、お住まいの地
域を管轄する消防本部にお問い合わせください。

　　　　火災や救急の必要な場面に遭遇したときには、落
ち着いて119番通報することが大切ですが、いざというと
きに、冷静に必要な情報を伝えるのは難しいことです。こ
のため、多くの消防本部では地域の消防訓練などにあわせ
て、119番の通報訓練も行っています。疑似的な通報訓練
を体験しておけば、実際の通報時には大変有効となります
ので、ご希望の場合にはお近くの消防署へご相談ください。

11月９日は「119番の日」

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室
　TEL: 03-5253-7526

How   to   119番通報

119番通報の訓練をしよう！
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　自治体国際化協会（クレア）では、災害時の外国人支
援を担当する自治体や地域国際化協会（※）など関係者
向けに整備している「災害時多言語表示シート」（以下
「シート」という）に、公共交通機関で活用できる訪日旅
行者支援用の文例を追加するなど充実を図りました。
※�地域国際化社会：都道府県及び指定都市が作成した「地域国際交流推
進大綱」に位置づけられ、総務省から認定を受けた中核的民間国際交
流組織

「災害時多言語表示シート」（外国人支援ツール）
を積極的にご活用ください

一般財団法人 自治体国際化協会

問合わせ先
　一般財団法人　自治体国際化協会　多文化共生課
　Email:tabunka@clair.or.jp
　TEL: 03-5213-1725

※「災害時多言語表示シート」作成ツールは以下から。
　http://dis.clair.or.jp/

　シートは、クレアのホームページから誰でも簡単操作
で作成でき、日本語、やさしい日本語のほか、12言語（英
語、ロシア語、スペイン語、タガログ語、中国語（繁体・
簡体）、韓国・朝鮮語、ベトナム語、ネパール語、インド
ネシア語、タイ語、ポルトガル語、ミャンマー語）の中
から、災害時の状況に応じて言語を自由に選び、最多５
つの言語で表示できる外国人向けの情報提供（支援）ツー
ルです。

　クレアが2006年度に整備した後、東日本大震災等の経
験等を踏まえて2016年度に内容を充実するなどリニュー
アルしましたが、公共交通機関で活用できるような訪日
旅行者支援のための文例を追加して欲しいといった自治
体からの要望をはじめ、昨年の大阪北部地震や北海道胆
振東部地震等の際に訪日旅行者への情報提供が課題とし
てクローズアップされるなど近年の災害時における状況
なども踏まえて、訪日旅行者支援用の文例や、気象関係
の文例を追加するなど充実を図りました。

　なお、このシートの作り方をはじめ、災害時に外国人
の支援拠点となる災害多言語支援センターの役割など災
害時の多言語支援に係る動画についてもクレアホーム
ページとYouTube上で公開しています。
　災害時にシートを有効活用するためには、平時から訓
練等を通じて活用するなど備えが重要です。積極的にご
活用ください。

http://dis.clair.or.jp/


消防庁ホームページ　https://www.fdma.go.jp
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